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農林⽔産業、公務を除く全業種で、従業員数50⼈以上調査対象

5,000社
<内訳>
従業員規模 51〜 100 ⼈以下 1,000社

101〜 300 ⼈以下 1,000社
301〜 500 ⼈以下 1,000社
501〜1,000⼈以下 1,000社
1,001⼈以上 1,000社

調査対象数

信頼できる⼤⼿企業のデータベースより、従業員規模別に
割り付けた上で、無作為抽出を⾏った。

抽出⽅法

郵送法調査⽅法

926票（有効回収率 18.5%）
<内訳>
従業員規模 51〜 100 ⼈以下 216票

101〜 300 ⼈以下 277票
301〜 500 ⼈以下 169票
501〜1,000⼈以下 150票
1,001⼈以上 114票

有効回収数

1回実施・FAXで協⼒依頼状送信督促の有無と⽅法

令和4年12⽉8⽇（発送）〜令和5年1⽉11⽇（回収）実施期間

ウェイトバック集計
正社員・職員等数による企業規模の⽐率が、全国的な分
布と⼀致するように、「平成28 年度経済センサス活動調査」
を⽤いて、各サンプルに重み付けを⾏った上で集計を⾏った。

集計⽅法

回収企業数の従業員規模別に⽐率※1を算出し、回収企業
数の⽐率と乗算しウェイト値を算出したうえで、最も回収が少
なかった区分を1として、ウェイトを算出した。

※1 「平成28年度経済センサス活動調査 企業等に関する集計」
企業等に関する集計 全国結果 表番号1

企業産業(中分類)，企業常⽤雇⽤者規模(11区分)，経営組織
(５区分)別企業等数，事業所数，男⼥別従業者数及び常⽤雇⽤
者数―全国

ウェイトバック後の
サンプル数

従業員規
模別⽐率

※1

WB後
企業数ウェイト回収

企業数従業員数

0.510 1,480 6.850667221651〜100⼈以下
0.340 987 3.5623989277101〜300⼈以下
0.068 197 1.1647935169301〜500⼈以下
0.043 123 0.8232475150501〜1,000⼈以下
0.039 114 11141,001⼈以上
1.000 2,901926総計

Ⅰ．企業調査の調査概要

１.調査実施概要等
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 (n=2901)

鉱業，採石業，砂利採取業

0.0%

建設業

8.8%

製造業

21.0%

電気・ガス・熱供給・水道業

1.2%

情報通信業

3.6%

運輸業，郵便業

7.1%

卸売業，小売業

12.9%

金融業，保険業

2.5%

不動産業，物品賃貸業

1.0%

宿泊業，飲食サービス業

1.4%

教育，学習支援業

4.6%

医療，福祉

20.7%

その他

サービス業

11.3%

その他

3.3%

無回答

0.6%

１.回答企業の概要
（1）業種

Ⅱ．企業調査の結果概要

（2）従業員数

図表1 業種 図表2 従業員数

・業種をみると、「製造業」が21.0％でもっとも回答割合が⾼く、次い
で「医療、福祉」が20.7％、「卸売業，⼩売業」が12.9％となってい
る。

・正社員・職員の⼈数は、「100⼈以下」が51.0％でもっとも回答割合
が⾼く、次いで「101⼈〜300⼈以下」が34.0％、「301⼈〜500⼈以
下」が6.8％となっている。

・正社員・職員以外の⼈数は、「1⼈〜100⼈以下」が63.4％でもっとも
回答割合が⾼く、次いで「101⼈〜300⼈以下」が20.6％、「501⼈〜
1,000⼈以下」が4.1％となっている。

※図表 帯グラフにおいて5％未満のスコアは⾮表⽰。以下同様。

 (n=2901)

正社員・職員

正社員・職員以外

51.0%

63.4%

34.0%

20.6%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人 1人～100人以下

101人～300人以下 301人～500人以下

501人～1,000人以下 1,001人以上

無回答
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１.回答企業の概要
（3）週あたりの所定外労働も含めた労働時間が49時間以上の正

社員・職員の割合（令和4年9⽉実績）

Ⅱ．企業調査の結果概要

（4）正社員・職員の年次有給休暇の平均取得率
（令和3年度実績）

図表3 週あたりの労働時間が49時間以上の正社員・職員の割合
（令和4年9⽉実績）

図表4 正社員・職員の年次有給休暇の平均取得率
（令和3年度実績）

・正社員・職員の週あたり労働時間が49時間以上の割合（令和4年9⽉実
績）をみると、「0％（いない）」が29.3％でもっとも回答割合が⾼く、
次いで「0％超〜10％未満」が25.6％、「10％以上〜20％未満」が
19.2％となっている。

・正社員・職員の年次有給休暇の平均取得率（令和3年度実績）をみると、
「50％以上〜75％未満」が41.3％でもっとも回答割合が⾼く、次いで
「25％以上〜50％未満」が33.3％、「75％以上」が16.8％となって
いる。

 (n=2901)

0％（いない）

29.3%

0％超～10％未満

25.6%

10％以上～20％未満

19.2%

20％以上～

30％未満

5.7%

30％以上～

40％未満

6.3%

40％以上

11.1%

無回答

2.7%  (n=2901)

0%

0.0% 0％超～25％未満

5.2%

25％以上～50％未満

33.3%

50％以上～75％未満

41.3%

75％以上

16.8%

無回答

3.4%
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（1）育児休業制度に関する法改正の内容認知

Ⅱ．企業調査の結果概要

図表5 育児休業制度に関する法改正の内容認知・個別の制度周知・休業取得意向確認と雇⽤環境整備について、認知状
況をみると、「知っていた」が96.0％、「知らなかった」が3.8％と
なっている。

・有期雇⽤労働者の育児・介護休業取得要件の緩和について、認知状況
をみると、「知っていた」が86.7％、「知らなかった」が13.0％と
なっている。

・出⽣時育児休業（産後パパ育休）の開始について、認知状況をみると、
「知っていた」が93.4％、「知らなかった」が6.5％となっている。

・育児休業が分割取得可能となったことについて、認知状況をみると、
「知っていた」が91.5％、「知らなかった」が8.4％となっている。

・育児休業取得状況の公表の義務化について、認知状況をみると、
「知っていた」が71.3％、「知らなかった」が28.6％となっている。

 (n=2901)

個別の制度周知・休業取得

意向確認と雇用環境整備の措置

有期雇用労働者の育児・介護
休業取得要件の緩和

出生時育児休業
（産後パパ育休）の開始

育児休業の分割取得

育児休業取得状況の
公表の義務化

96.0%

86.7%

93.4%

91.5%

71.3%

13.0%

6.5%

8.4%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っていた 知らなかった 無回答
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 (n=2901)

正社員・職員

正社員・職員以外

66.8%

21.9%

27.3%

70.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対象労働者がおり、個別の制度周知や休業取得の意向確認を行った

対象労働者はいたが、個別の制度周知や休業取得の意向確認を行っていない

対象労働者はいなかった

対象労働者がいたかわからない

無回答

２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（2）妊娠・出産等の申出をした労働者と個別の制度周知・

休業取得の意向確認の有無

Ⅱ．企業調査の結果概要

（3） 休業取得の意向確認後の取得状況

※図表6のいずれかで「1.対象労働者がおり、個別の制度周知や休業取得の意向確認を⾏っ
た」を選択した回答者を集計対象とする。

図表6 妊娠・出産の申出をした労働者と個別の制度周知・休業取得の
意向確認の有無

図表7 休業取得の意向確認後の取得状況

・本⼈⼜は配偶者の妊娠・出産等の申出をした労働者と個別の制度周
知・休業取得の意向確認の有無について、正社員・職員では「対象労
働者がおり、個別の制度周知や休業取得の意向確認を⾏った」が
66.8％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「対象労働者はいなかっ
た」が27.3％となっている。

・正社員・職員以外では「対象労働者はいなかった」が70.1％でもっと
も回答割合が⾼く、次いで「対象労働者がおり、個別の制度周知や休
業取得の意向確認を⾏った」が21.9％となっている。

・休業取得の意向確認後、育児休業等を取得したか（取得予定を含む）
をみると、「意向確認をした労働者全員が取得した」が41.3％でもっ
とも回答割合が⾼く、次いで「全員ではないが、おおむねの労働者が
取得した」が22.2％、「誰も取得をしなかった」が17.6％となってい
る。

 (n=2003)

意向確認をした

労働者全員が取得した

41.3%

全員ではないが、おおむ

ねの労働者が取得した

22.2%

半数程度の労働者が

取得した

5.8%

一部の労働者が

取得した

12.3%

誰も取得をしなかった

17.6%

無回答

0.7%
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・育児休業の取得可能期間について、正社員・職員では「1歳（保育園に
⼊園できない場合は延⻑により最⻑2歳）（法定どおり）」が81.5％で
もっとも回答割合が⾼く、次いで「2歳を超え3歳未満」が7.6％、
「（保育園への⼊園の有無にかかわらず）2歳まで」が6.0％となって
いる。

・正社員・職員以外では「1歳（保育園に⼊園できない場合は延⻑により
最⻑2歳）（法定どおり）」が76.9％でもっとも回答割合が⾼く、次い
で「その他（規定がない、わからない等）」が8.9％、「（保育園への
⼊園の有無にかかわらず）2歳まで」が5.4％となっている。

２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（4）育児休業を取得しやすい雇⽤環境整備の措置について、

実施した内容

Ⅱ．企業調査の結果概要

（5）育児休業制度の期間

図表8 育児休業を取得しやすい雇⽤環境整備の措置について、
実施した内容

図表9 育児休業制度の期間

・育児休業を取得しやすい雇⽤環境整備の措置について、実施した内容
をみると、「労働者に対する育児休業に関する制度と育児休業の取得
促進に関する⽅針の周知」が51.7％でもっとも回答割合が⾼く、次い
で「育児休業に関する相談窓⼝の設置」が49.5％、「いずれも実施し
ていない」が17.0％となっている。

 (n=2901)

雇用する労働者に対する
育児休業に係る研修の実施

育児休業に関する相談窓口の設置

労働者の育児休業取得に関する
事例の収集・提供

労働者に対する育児休業に関する制度と
育児休業の取得促進に関する方針の周知

いずれも　実施していない

無回答

11.8%

49.5%

14.5%

51.7%

17.0%

1.0%

0% 20% 40% 60%  (n=2901)

正社員・職員

正社員・職員以外

81.5%

76.9%

6.0%

5.4%

7.6%

5.3%
8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1歳（保育園に入園できない場合は延長により最長2歳）（法定どおり）

（保育園への入園の有無にかかわらず）2歳まで

2歳を超え3歳未満

3歳以上

その他（規定がない、わからない等）

無回答
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（6）育児休業制度の適⽤除外の対象者

Ⅱ．企業調査の結果概要

（7）育児休業制度の⼦の範囲

図表10 育児休業制度の適⽤除外の対象者 図表11 育児休業制度の⼦の範囲

・労使協定の締結により育児休業の対象から除外している労働者の要件
設定をみると、「⼊社1年未満の労働者」が69.8％でもっとも回答割合
が⾼く、次いで「申出の⽇から1年以内（1歳6か⽉⼜は2歳までの育児
休業の場合は6か⽉以内）に雇⽤関係が終了する労働者」が66.7％、
「1週間の所定労働⽇数が2⽇以下の労働者」が60.2％となっている。

・法で定められている⼦の範囲以外に設定している育児休業の対象につ
いて、正社員・職員では「法で定められている⼦の範囲のみを対象」
が87.1％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「養育⾥親として養育す
る⼦」が6.2％、「規定がない、わからない」が5.9％となっている。

・正社員・職員以外では「法で定められている⼦の範囲のみを対象」が
82.4％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「規定がない、わからな
い」が10.1％、「養育⾥親として養育する⼦」が5.9％となっている。

 (n=2901)

入社1年未満の労働者

申出の日から1年以内（1歳6か月又は
2歳までの育児休業の場合は6か月以内）に

雇用関係が終了する労働者

1週間の所定労働日数が2日以下の労働者

その他

規定がない、わからない

無回答

69.8%

66.7%

60.2%

4.6%

12.0%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80%  (n=2901)

法で定められている子の範囲のみを対象

孫、または　　ひ孫

姪、または甥

結婚（再婚含む）相手の子
（労働者本人と養子縁組をしていない場合）

養育里親として養育する子

同性カップルの相手の子
（労働者本人と養子縁組をしていない場合）

その他の対象

規定がない、わからない

無回答

87.1%

0.2%

0.0%

0.9%

6.2%

0.5%

0.5%

5.9%

0.4%

82.4%

0.1%

0.0%

0.7%

5.9%

0.5%

0.5%

10.1%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員・職員
正社員・職員以外

正社員・職員

正社員・職員以外
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（8）⼦の看護休暇制度の取得⽇数

Ⅱ．企業調査の結果概要

（9）⼦の看護休暇制度の取得単位

図表12 ⼦の看護休暇制度の取得⽇数 図表13 ⼦の看護休暇制度の取得単位

・⼩学校就学前の⼦が３⼈以上いる場合の休暇の年間付与⽇数について、
正社員・職員では「10⽇（法定どおり）」が90.1％でもっとも回答割
合が⾼く、次いで「規定がない・わからない」が5.5％となっている。

・正社員・職員以外では「10⽇（法定どおり）」が84.5％でもっとも回
答割合が⾼く、次いで「規定がない・わからない」が10.7％となって
いる。

・令和4年10⽉1⽇時点での⼦の看護休暇の取得単位の設定について、正
社員・職員では「時間単位で取得可能（法定どおり）」が80.1％で、
「時間単位では取得できないが半⽇単位では取得可能」が13.7％、
「その他（規定がない、わからない等）」が6.0％となっている。

・正社員・職員以外では「時間単位で取得可能（法定どおり）」が
76.5％で、「時間単位では取得できないが半⽇単位では取得可能」が
11.6％、「その他（規定がない、わからない等）」が10.6％となって
いる。

 (n=2901)

正社員・職員

正社員・職員以外

90.1%

84.5%

5.5%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10日（法定どおり） 11～15日 16～20日

21日以上 付与日数に制限はない その他

規定がない・わからない 無回答

 (n=2901)

正社員・職員

正社員・職員以外

80.1%

76.5%

13.7%

11.6%

6.0%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

時間単位で取得可能（法定どおり）

時間単位では取得できないが半日単位では取得可能

その他 （規定がない、わからない等）

無回答
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 (n=2901)

フレックスタイム制度

始業または終業時間の
繰り上げ・繰り下げ

テレワーク（在宅勤務等）

配偶者出産休暇制度

失効年次有給休暇の
積立制度

半日単位の
年次有給休暇制度

時間単位の
年次有給休暇制度

事業所内保育施設の
設置運営

保育サービスに関する
費用助成

その他の妊娠・出産・育児
との両立を支援する制度

17.7%

34.7%

31.9%

19.9%

82.1%

42.4%

40.2%

54.5%

35.4%

29.5%

5.5%

7.5%

7.9%

19.8%

76.1%

23.4%

64.3%

41.2%

76.2%

61.2%

67.1%

11.7%

51.2%

90.6%

89.8%

73.7% 6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1日単位の育児に関する目的で利用できる

休暇制度（子の看護休暇・配偶者出産休暇・

失効年次有給休暇の積立制度除く）

時間単位の育児に関する目的で利用できる

休暇制度（子の看護休暇・配偶者出産休暇・

失効年次有給休暇の積立制制度除く）

２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（10）妊娠中や育児中の従業員が利⽤できる制度の導⼊状況

Ⅱ．企業調査の結果概要

図表14 妊娠中や育児中の従業員が利⽤できる制度の導⼊状況
・始業または終業時間の繰り上げ・繰り下げの導⼊状況をみると、「妊
娠・育児中に限り利⽤できる制度を導⼊している（導⼊予定も含
む）」が40.2％で、「妊娠・育児中に限らず利⽤できる制度を導⼊し
ている（導⼊予定も含む）」が34.7％、「導⼊していない（導⼊予定
もない）」が23.4％となっている。

・配偶者出産休暇制度の導⼊状況をみると、「妊娠・育児中に限り利⽤
できる制度を導⼊している（導⼊予定も含む）」が54.5％で、「導⼊
していない（導⼊予定もない）」が41.2％となっている。

・１⽇単位の育児に関する⽬的で利⽤できる休暇制度の導⼊状況をみる
と、「導⼊していない（導⼊予定もない）」が61.2％で、「妊娠・育
児中に限り利⽤できる制度を導⼊している（導⼊予定も含む）」が
35.4％となっている。

・半⽇単位の年次有給休暇制度の導⼊状況をみると、「妊娠・育児中に
限らず利⽤できる制度を導⼊している（導⼊予定も含む）」が82.1％
で、「導⼊していない（導⼊予定もない）」が11.7％、「妊娠・育児
中に限り利⽤できる制度を導⼊している（導⼊予定も含む）」が5.5％
となっている。

・時間単位の年次有給休暇制度の導⼊状況をみると、「導⼊していない
（導⼊予定もない）」が51.2％で、「妊娠・育児中に限らず利⽤でき
る制度を導⼊している（導⼊予定も含む）」が42.4％、「妊娠・育児
中に限り利⽤できる制度を導⼊している（導⼊予定も含む）」が4.9％
となっている。

妊娠・育児中に限らず利用できる制度を導入している（導入予定も含む）

妊娠・育児中に限り利用できる制度を導入している（導入予定も含む）

導入していない（導入予定もない）

無回答

※「配偶者出産休暇制度」、「１⽇単位の育児に関する⽬的で利⽤できる休暇制度」、「時間単位の育児に関する
⽬的で利⽤できる休暇制度」、「事業所内保育施設の設置運営」、「保育サービスに関する費⽤助成」、「その
他の妊娠・出産・育児との両⽴を⽀援する制度」については、「妊娠・育児中に限り利⽤できる制度を導⼊して
いる（導⼊予定も含む）」と「導⼊していない（導⼊予定もない）」の選択肢のみ設けている
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（11）制度利⽤実績（令和3年10⽉1⽇〜令和4年10⽉31⽇の

実績） （正社員・職員）

Ⅱ．企業調査の結果概要

※本調査では「利⽤者はいない」の内訳について、「制度対象がいたにもかかわらず利⽤者は
いなかった」ものか、「制度対象がいなかったことから利⽤者はいなかった」ものかは把握
できない。

図表15 制度利⽤実績（令和3年10⽉1⽇〜令和4年10⽉31⽇の実績）
（正社員・職員）

・育児休業制度の利⽤実績について、正社員・職員をみると、「利⽤者
がいる」が73.8％で、「利⽤者はいない」が24.7％、「制度がない」
は0.4％となっている。

・育児のための短時間勤務制度の利⽤実績について、正社員・職員をみ
ると、「利⽤者がいる」が54.1％で、「利⽤者はいない」が42.6％、
「制度がない」は2.5％となっている。

・⼦の看護休暇制度の利⽤実績について、正社員・職員をみると、「利
⽤者はいない」が57.6％で、「利⽤者がいる」が37.4％、「制度がな
い」は3.4％となっている。

・育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の利⽤実績について、
正社員・職員をみると、「利⽤者はいない」が63.7％で、「利⽤者が
いる」が30.2％、「制度がない」は4.8％となっている。

・始業または終業時刻の繰り上げ・繰り下げの利⽤実績について、正社
員・職員をみると、「利⽤者がいる」が44.1％で、「利⽤者はいな
い」が34.2％、「制度がない」は20.9％となっている。

 (n=2901)

育児休業制度

配偶者出産休暇・産後パパ
育休（出生時育児休業）

育児のための短時間勤務制度

子の看護休暇制度

育児のための所定外労働の
制限（残業の免除）

育児のための時間外労働の
制限

育児のための深夜業の制限

フレックスタイム制度

始業または終業時刻の
繰り上げ・繰り下げ

テレワーク（在宅勤務等）

事業所内保育施設の
設置運営

保育サービスに関する
費用助成

73.8%

27.3%

54.1%

37.4%

30.2%

28.1%

26.2%

13.8%

44.1%

27.5%

6.9%

6.0%

24.7%

67.9%

42.6%

57.6%

63.7%

65.6%

67.0%

18.4%

34.2%

14.6%

8.0%

9.6%

5.4%

5.6%

67.1%

20.9%

57.1%

84.5%

83.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者がいる 利用者はいない 制度がない 無回答
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（12）制度利⽤実績（令和3年10⽉1⽇〜令和4年10⽉31⽇の

実績） （正社員・職員以外）

Ⅱ．企業調査の結果概要

※本調査では「利⽤者はいない」の内訳について、「制度対象がいたにもかかわらず利⽤者は
いなかった」ものか、「制度対象がいなかったことから利⽤者はいなかった」ものかは把握
できない。

図表16 制度利⽤実績（令和3年10⽉1⽇〜令和4年10⽉31⽇の実績）
（正社員・職員以外）

・育児休業制度の利⽤実績について、正社員・職員以外をみると、「利
⽤者はいない」が59.3％で、「利⽤者がいる」が32.3％、「制度がな
い」は2.9％となっている。

・育児のための短時間勤務制度の利⽤実績について、正社員・職員以外
をみると、「利⽤者はいない」が71.7％で、「利⽤者がいる」が
15.6％、「制度がない」は6.3％となっている。

・⼦の看護休暇制度の利⽤実績について、正社員・職員以外をみると、
「利⽤者はいない」が72.6％で、「利⽤者がいる」が14.9％、「制度
がない」は6.0％となっている。

・始業または終業時刻の繰り上げ・繰り下げの利⽤実績について、正社
員・職員以外をみると、「利⽤者はいない」が52.9％で、「制度がな
い」が24.6％、「利⽤者がいる」は16.9％となっている。

・テレワーク（在宅勤務等）の利⽤実績について、正社員・職員以外を
みると、「制度がない」が57.0％で、「利⽤者はいない」が24.6％、
「利⽤者がいる」は13.6％となっている。

 (n=2901)

育児休業制度

配偶者出産休暇・産後パパ
育休（出生時育児休業）

育児のための短時間勤務制度

子の看護休暇制度

育児のための所定外労働の
制限（残業の免除）

育児のための時間外労働の
制限

育児のための深夜業の制限

フレックスタイム制度

始業または終業時刻の
繰り上げ・繰り下げ

テレワーク（在宅勤務等）

事業所内保育施設の
設置運営

保育サービスに関する
費用助成

32.3%

15.6%

14.9%

8.7%

8.8%

7.9%

7.1%

16.9%

13.6%

5.1%

59.3%

85.8%

71.7%

72.6%

77.2%

76.5%

77.2%

22.4%

52.9%

24.6%

9.1%

11.3%

6.1%

6.3%

6.0%

7.8%

8.8%

9.0%

65.6%

24.6%

57.0%

81.0%

80.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者がいる 利用者はいない 制度がない

正社員・職員以外はいない 無回答
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 (n=2901)

３歳になるまで(法定どおり）

55.5%

小学校就学前まで

21.9%

小学１又は２又は３年生

修了まで

9.9%

小学４又は５又は６年生

修了まで

5.9%

中学生修了まで

0.1%

高校生修了まで

0.0%

期間に制限はない

1.8%

その他

(規定がない、わからない等）

4.2%

無回答

0.7%

２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（13）利⽤できる育児のための短時間勤務制度の期間

Ⅱ．企業調査の結果概要

（14）育児のための短時間勤務制度について、正社員・職員の
１⽇の設定勤務時間

図表17 利⽤できる育児のための短時間勤務制度の期間 図表18 育児のための短時間勤務制度について、正社員・職員の
１⽇の設定勤務時間

・育児のための短時間勤務制度について、正社員・職員が利⽤できる期
間をみると、「3歳になるまで（法定どおり）」が55.5％でもっとも回
答割合が⾼く、次いで「⼩学校就学前まで」が21.9％、「⼩学1⼜は2
⼜は3年⽣修了まで」が9.9％となっている。

・育児のための短時間勤務制度について、正社員・職員の１⽇の勤務時
間の設定をみると、「6時間」が68.0％でもっとも回答割合が⾼く、次
いで「6時間超え7時間以内」が22.1％、「5時間超え6時間未満」が
10.3％となっている。

 (n=2901)

４時間以内

４時間超え５時間以内

５時間超え６時間未満

６時間

６時間超え７時間以内

７時間超え８時間未満

日によって異なる

週休３日制度等短日数勤務のため、
１日あたりは通常勤務と同じ

無回答

4.7%

6.5%

10.3%

68.0%

22.1%

9.2%

9.9%

1.4%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80%
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（15）育児のための短時間勤務制度利⽤状況

① １⽇の所定労働時間を６時間以上とする短時間勤務制度

Ⅱ．企業調査の結果概要

（16）育児のための短時間勤務制度利⽤状況
② １⽇の所定労働時間を６時間未満とする短時間勤務制度

図表19 育児のための短時間勤務制度利⽤状況_１⽇の所定労働時間を
６時間以上とする短時間勤務制度_正社員・職員／男性・⼥性

図表20 育児のための短時間勤務制度利⽤状況_１⽇の所定労働時間を
６時間未満とする短時間勤務制度_正社員・職員／男性・⼥性

・１⽇の所定労働時間を６時間以上とする短時間勤務制度の利⽤状況に
ついて、正社員・職員の男性をみると、「ほとんどの⼈は利⽤しない
（2割未満）」が81.8％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「わからな
い」が13.4％、「⼀部の⼈が利⽤する（2〜4割程度）」が1.7％と
なっている。

・正社員・職員の⼥性をみると、「ほとんどの⼈は利⽤しない（2割未
満）」が34.8％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「ほとんどの⼈が
利⽤する（8割超え）」が28.2％、「⼀部の⼈が利⽤する（2〜4割程
度）」が10.3％となっている。

・１⽇の所定労働時間を６時間未満とする短時間勤務制度の利⽤状況に
ついて、正社員・職員の男性をみると、「6時間の短時間勤務制度のみ
設けている」が39.2％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「ほとんど
の⼈は利⽤しない（2割未満）」が38.3％、「わからない」が12.0％
となっている。

・正社員・職員の⼥性をみると、「6時間の短時間勤務制度のみ設けてい
る」が39.2％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「ほとんどの⼈は利
⽤しない（2割未満）」が26.9％、「わからない」が9.8％となってい
る。

 (n=2901)

正社員・職員（男性）

正社員・職員（女性） 28.2% 9.5% 6.3% 10.3%

81.8%

34.8%

13.4%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどの人が利用する（8割超え） 多くの人が利用する（6～8割程度）

半数程度の人が利用する（4～6割程度） 一部の人が利用する（2～4割程度）

ほとんどの人は利用しない（2割未満） わからない

無回答

 (n=2901)

正社員・職員（男性）

正社員・職員（女性） 6.4%

38.3%

26.9%

12.0%

9.8%

39.2%

39.2%

9.5%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどの人が利用する（8割超え） 多くの人が利用する（6～8割程度）

半数程度の人が利用する（4～6割程度） 一部の人が利用する（2～4割程度）

ほとんどの人は利用しない（2割未満） わからない

6時間の短時間勤務制度のみ設けている 無回答
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（17）最も多い育児のための短時間勤務制度の取得期間

① 短縮後の１⽇の所定労働時間を６時間以上とする場合

Ⅱ．企業調査の結果概要

（18）最も多い育児のための短時間勤務制度の取得期間
② 短縮後の１⽇の所定労働時間を６時間未満とする場合

図表21 最も多い育児のための短時間勤務制度の取得期間_短縮後の１⽇の
所定労働時間を６時間以上とする場合_正社員・職員／男性・⼥性

図表22 最も多い育児のための短時間勤務制度の取得期間_短縮後の１⽇の
所定労働時間を６時間未満とする場合_正社員・職員／男性・⼥性

・短縮後の１⽇の所定労働時間を６時間以上とする場合の育児のための
短時間勤務制度で、最も多い取得期間について、正社員・職員の男性
をみると、「利⽤者がいない」が85.5％でもっとも回答割合が⾼く、
次いで「⼦が3歳まで」が3.7％、「⼦が⼩学校就学前まで」が3.5％と
なっている。

・正社員・職員の⼥性をみると、「利⽤者がいない」が32.1％でもっと
も回答割合が⾼く、次いで「⼦が3歳まで」が24.7％、「⼦が⼩学校就
学前まで」が17.4％となっている。

・短縮後の１⽇の所定労働時間を６時間未満とする場合の育児のための
短時間勤務制度で、最も多い取得期間について、正社員・職員の男性
をみると、「利⽤者がいない」が47.2％でもっとも回答割合が⾼く、
次いで「6時間の短時間勤務制度のみ設けている」が39.2％、「⼦が1
歳まで」が1.7％となっている。

・正社員・職員の⼥性をみると、「6時間の短時間勤務制度のみ設けてい
る」が39.2％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「利⽤者がいない」
が30.5％、「⼦が3歳まで」が6.8％となっている。

 (n=2901)

正社員・職員（男性）

正社員・職員（女性） 8.0% 6.8% 24.7% 17.4% 6.1%

85.5%

32.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が１歳まで 子が２歳まで

子が３歳まで 子が小学校就学前まで

子が小学１又は２又は３年生修了まで 子が小学４又は５又は６年生修了まで

子が中学生修了まで 子が高校生以上まで

利用者がいない 無回答

 (n=2901)

正社員・職員（男性）

正社員・職員（女性） 6.8% 5.6%

47.2%

30.5%

39.2

39.2

8.6

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が１歳まで 子が２歳まで

子が３歳まで 子が小学校就学前まで

子が小学１又は２又は３年生修了まで 子が小学４又は５又は６年生修了まで

子が中学生修了まで 子が高校生以上まで

利用者がいない ６時間の短時間勤務制度のみ設けている

無回答
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（19）育児のための短時間勤務制度の再利⽤状況

Ⅱ．企業調査の結果概要

（20）育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の
利⽤可能な期間

図表23 育児のための短時間勤務制度の再利⽤状況 図表24 育児のための所定外労働の制限（残業の免除）利⽤可能な期間

・正社員・職員が育児のための短時間勤務制度の利⽤を終えフルタイム
勤務に戻った後、本⼈希望で再度利⽤することがあるかをみると、
「フルタイムに復職後は、短時間勤務制度に戻る⼈はいない」が
46.0％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「わからない」が26.3％、
「フルタイムに復職後、希望により再度、短時間勤務制度を利⽤する
ことがある」が16.6％となっている。

・正社員・職員が育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の利⽤
可能な期間をみると、「3歳になるまで（法定どおり）」が58.0％で
もっとも回答割合が⾼く、次いで「⼩学校就学前まで」が22.6％、
「その他（規定がない、わからない等）」が6.6％となっている。

 (n=2901)
フルタイムに復職後、希望に

より再度、短時間勤務制度

を利用することがある

16.6%

フルタイムに復職後は、

短時間勤務制度に戻る

人はいない

46.0%

その他

9.3%

わからない

26.3%

無回答

1.8%

 (n=2901)

３歳になるまで（法定どおり）

58.0%小学校就学前まで

22.6%

小学１又は２又は

３年生修了まで

5.1%

小学４又は５又は

６年生修了まで

2.3%

中学生修了まで

0.2%

高校生修了まで

0.1%

期間に制限はない

2.6%

その他（規定がない、わ

からない等）

6.6%
無回答

2.5%
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２.育児をしながら働く労働者のための制度と利⽤状況等について
（21）育児のための所定外労働の制限（残業の免除）利⽤状況

Ⅱ．企業調査の結果概要

（22）最も多い育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の
取得期間

図表25 育児のための所定外労働の制限（残業の免除）利⽤状況_
正社員・職員／男性・⼥性

図表26 最も多い育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の取得期間
正社員・職員／男性・⼥性

・育児のための所定外労働の制限（残業の免除）利⽤状況について、正
社員・職員の男性をみると、「ほとんどの⼈は利⽤しない（2割未
満）」が77.0％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「わからない」が
18.2％となっている。

・正社員・職員の⼥性をみると、「ほとんどの⼈は利⽤しない（2割未
満）」が56.0％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「ほとんどの⼈が
利⽤する（8割超え）」が17.8％、「わからない」が12.5％となって
いる。

・育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の最も多い取得期間に
ついて、正社員・職員の男性をみると、「利⽤者がいない」が89.0％
でもっとも回答割合が⾼く、次いで「⼦が3歳まで」が4.0％、「⼦が1
歳まで」が2.9％となっている。

・正社員・職員の⼥性をみると、「利⽤者がいない」が59.0％でもっと
も回答割合が⾼く、次いで「⼦が3歳まで」が18.4％、「⼦が⼩学校就
学前まで」が9.8％となっている。

 (n=2901)

正社員・職員（男性）

正社員・職員（女性） 17.8% 7.2%

77.0%

56.0%

18.2%

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどの人が利用する（8割超え） 多くの人が利用する（6～8割程度）

半数程度の人が利用する（4～6割程度） 一部の人が利用する（2～4割程度）

ほとんどの人は利用しない（2割未満） わからない

無回答

 (n=2901)

正社員・職員（男性）

正社員・職員（女性） 5.5% 18.4% 9.8%

89.0%

59.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が１歳まで 子が２歳まで

子が３歳まで 子が小学校就学前まで

子が小学１又は２又は３年生修了まで 子が小学４又は５又は６年生修了まで

子が中学生修了まで 子が高校生以上まで

利用者がいない 無回答
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 (n=2901)

半年以上の
育児休業取得者がいる場合

半年未満の
育児休業取得者がいる場合

育児のための短時間勤務制度
の利用者が1名いる場合

育児のための短時間勤務制度
の利用者が複数名いる場合

育児のための所定外労働の制
限（残業の免除）の利用者が

いる場合

39.7%

37.4%

45.1%

32.1%

30.1%

15.8%

6.4%

6.7%

20.3%

7.4%

6.4%

5.2%

9.3%

16.5%

8.8%

16.8%

12.6%

28.4%

21.0%

35.8%

38.5%

5.4%

9.7%

8.7%

8.8%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3. 育児のための短時間勤務制度等を取得した社員の⼈事評価・キャリア形成⽀援について
（1）育児のための制度利⽤者がいる場合の職場の対応について

Ⅱ．企業調査の結果概要

図表27 育児のための制度利⽤者がいる場合の職場の対応について・半年以上の育児休業取得者がいる場合の職場の対応をみると、「周囲
の労働者の業務分担の⾒直しを⾏う」が39.7％でもっとも回答割合が
⾼く、次いで「代替要員（新規雇い⼊れ、派遣の受け⼊れ）を確保す
る」が20.3％、「社内における配置転換等により代替要員を確保す
る」が15.8％となっている。

・半年未満の育児休業取得者がいる場合の職場の対応をみると、「周囲
の労働者の業務分担の⾒直しを⾏う」が37.4％でもっとも回答割合が
⾼く、次いで「取得者や利⽤者はいない（過去もいなかった）」が
28.4％、「特に特別⾏うことはない」が9.3％となっている。

・育児のための短時間勤務制度の利⽤者が１名いる場合の職場の対応を
みると、「周囲の労働者の業務分担の⾒直しを⾏う」が45.1％でもっ
とも回答割合が⾼く、次いで「取得者や利⽤者はいない（過去もいな
かった）」が21.0％、「特に特別⾏うことはない」が16.5％となって
いる。

・育児のための短時間勤務制度の利⽤者が複数名いる場合の職場の対応
について、「取得者や利⽤者はいない（過去もいなかった）」が
35.8％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「周囲の労働者の業務分担
の⾒直しを⾏う」が32.1％、「特に特別⾏うことはない」が8.8％と
なっている。

・育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の利⽤者がいる場合の
職場の対応をみると、「取得者や利⽤者はいない（過去もいなかっ
た）」が38.5％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「周囲の労働者の
業務分担の⾒直しを⾏う」が30.1％、「特に特別⾏うことはない」が
16.8％となっている。

周囲の労働者の業務分担の見直しを行う

業務を代替する周囲の労働者に残業手当以外の手当支給等を行う

部署（会社）全体の業務量を削減する（業務を一部取りやめる等）

社内における配置転換等により代替要員を確保する

代替要員（新規雇い入れ、派遣の受け入れ）を確保する

その他

特に特別行うことはない

取得者や利用者はいない（過去もいなかった）

無回答
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 (n=2107)

時間分の業務負荷を減らす

業務の責任の範囲を見直す

残業の少ない部署への配置転換を行う

責任のない役職（管理職ではない等）に
配置転換を行う

コース区分を変更する
（総合職から一般職等）

夜勤・休日勤務がない（少ない）ポストに
配置転換を行う

出張がない（少ない）ポストに配置転換を行う

突発的な業務がない（少ない）ポストに
配置転換を行う

その他

特に配慮はしていない

無回答

67.2%

33.1%

12.9%

5.4%

1.8%

11.3%

4.9%

10.3%

2.7%

9.7%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80%  (n=2107)

定時で帰れるよう業務負荷を減らす

業務の責任の範囲を見直す

残業の少ない部署に配置転換を行う

責任のない役職（管理職ではない等）に
配置転換を行う

コース区分を変更する
（総合職から一般職等）

夜勤・休日勤務がない（少ない）ポストに
配置転換を行う

出張がない（少ない）ポストに配置転換を行う

突発的な業務がない（少ない）ポストに
配置転換を行う

その他

特に配慮はしていない

無回答

69.9%

30.1%

10.9%

5.8%

2.4%

9.0%

4.4%

7.4%

4.4%

12.7%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80%

3. 育児のための短時間勤務制度等を取得した社員の⼈事評価・キャリア形成⽀援について
（2）育児のための短時間勤務制度利⽤者に対する配慮

Ⅱ．企業調査の結果概要

（3）育児のための所定外労働の制限（残業の免除）利⽤者に
対する配慮

※図表27の「育児のための短時間勤務制度の利⽤者が１名いる場合」「育児のための短時間勤
務制度の利⽤者が複数名いる場合」のいずれかで「8.取得者や利⽤者はいない（過去もいな
かった）」以外を選択した回答者を集計対象とする。

※図表27の「育児のための短時間勤務制度の利⽤者が１名いる場合」「育児のための短時間勤
務制度の利⽤者が複数名いる場合」のいずれかで「8.取得者や利⽤者はいない（過去もいな
かった）」以外を選択した回答者を集計対象とする。

図表28 育児のための短時間勤務制度利⽤者に対する配慮 図表29 育児のための所定外労働の制限（残業の免除）利⽤者に対する配慮

・育児のための短時間勤務制度の利⽤者に対して、制度利⽤にあたって
配慮することをみると、「時間分の業務負荷を減らす」が67.2％で
もっとも回答割合が⾼く、次いで「業務の責任の範囲を⾒直す」が
33.1％、「残業の少ない部署への配置転換を⾏う」が12.9％となって
いる。

・育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の利⽤者に対して、制
度利⽤にあたって配慮することをみると、「定時で帰れるよう業務負
荷を減らす」が69.9％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「業務の責
任の範囲を⾒直す」が30.1％、「特に配慮はしていない」が12.7％と
なっている。
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 (n=1131)

本人との面談

配偶者を含めた本人との面談

スキルアップ研修やセミナー等の受講を推奨

会社独自の家事・育児支援に関する
費用補助（ベビーシッター費用補助等）

資格取得のための費用補助

キャリアアップのための柔軟な働き方の措置

その他

特に何もしていない

無回答

74.7%

0.4%

27.4%

4.1%

30.8%

11.7%

13.3%

2.4%

12.2%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80%

育児・キャリア等に関する相談窓口の設置、子育て

中の従業員同士のコミュニケーションをサポート

 (n=2107)

制度利用中でも

キャリアップを

目指してほしい

37.7%

制度利用前と同じ

キャリアを

維持してほしい

16.0%

制度利用中のキャリア

アップや制度利用前と

同じキャリアの維持は

難しいため、子育てが

落ち着いたら、キャリ

アップを目指してほし

い

32.1%

制度利用が始まった時

点で、子育てしやすい

ポストにしか配置できな

いため、今後のキャリア

アップは想定していない

1.2%

その他

0.7%

対象者がいない・

わからない

8.7%

無回答

3.7%

3. 育児のための短時間勤務制度等を取得した社員の⼈事評価・キャリア形成⽀援について
（4）労働者のキャリア形成について

① 育児のための制度利⽤者に対する考え

Ⅱ．企業調査の結果概要

（5）労働者のキャリア形成について
② 育児のための制度利⽤者のキャリア維持のための⽀援等

※図表30で「1.制度利⽤中でもキャリアップを⽬指してほしい」「2.制度利⽤前と同じキャリ
アを維持してほしい」のいずれかを選択した回答者を集計対象とする。

※図表27の「育児のための短時間勤務制度の利⽤者が１名いる場合」「育児のための短時間勤
務制度の利⽤者が複数名いる場合」のいずれかで「8.取得者や利⽤者はいない（過去もいな
かった）」以外を選択した回答者を集計対象とする。

図表30 労働者のキャリア形成について_育児のための制度
（短時間勤務制度・残業免除）利⽤者に対する考え

図表31 労働者のキャリア形成について_育児のための制度（短時間勤務制度・
残業免除）利⽤者のキャリアアップやキャリア維持のための⽀援

・正社員・職員における、育児のための短時間勤務制度、所定外労働の
制限（残業の免除）の利⽤者に対するキャリア形成についての考えを
みると、「制度利⽤中でもキャリアップを⽬指してほしい」が37.7％
でもっとも回答割合が⾼く、次いで「制度利⽤中のキャリアアップや
制度利⽤前と同じキャリアの維持は難しいため、⼦育てが落ち着いた
ら、キャリアップを⽬指してほしい」が32.1％、「制度利⽤前と同じ
キャリアを維持してほしい」が16.0％となっている。

・育児のための短時間勤務制度、所定外労働の制限（残業の免除）を利
⽤している労働者にキャリアアップやキャリア維持を望む企業におい
て、そのために⾏っている⽀援をみると、「本⼈との⾯談」が74.7％
でもっとも回答割合が⾼く、次いで「資格取得のための費⽤補助」が
30.8％、「スキルアップ研修やセミナー等の受講を推奨」が27.4％と
なっている。
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仕事と育児の両立について、管理職・経営者、

同僚等の理解・賛同・協力を得ることが難しい

従業員の労働時間管理、人事評価、
キャリア相談が複雑になった

両立支援制度の導入や代替要員確保に
コストがかかる

代替要員の確保が難しく、管理職や
周囲の従業員の業務量が増えた

子育て中の従業員とそうでない従業員との
間で不公平感がある

企業業績に影響が出る、
顧客や取引先への理解が得られにくい

仕事と育児の両立が、会社や職場に
どのようなメリットがあるのかが分からない

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方を
したりしにくい雰囲気のある職場である

その他

特に障壁・課題だと思っていることはない

仕事と育児の両立支援は実施していない

無回答

12.4%

14.5%

17.4%

46.7%

26.9%

14.5%

1.6%

3.8%

5.8%

2.0%

19.3%

1.8%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ロールモデルが自社にいない、子育て中の従業員に

対する人事評価制度やキャリア育成方針がない

4. 仕事と育児の両⽴の課題等について
（1）仕事と育児の両⽴⽀援を推進することで得られた効果

Ⅱ．企業調査の結果概要

（2） 仕事と育児の両⽴⽀援を推進する上での障壁・課題

図表32 仕事と育児の両⽴⽀援を推進することで得られた効果 図表33 仕事と育児の両⽴⽀援を推進する上での障壁・課題

・仕事と育児の両⽴⽀援を推進することで得られた効果をみると、「妊
娠・出産・育児等を理由に辞める社員が減った」が42.2％でもっとも
回答割合が⾼く、次いで「社内において⼦育てしやすい雰囲気が醸成
された、仕事と育児の両⽴に関する理解が促進された」が34.4％、
「特に効果はない、わからない」が30.6％となっている。

・仕事と育児の両⽴⽀援を推進する上での障壁・課題をみると、「代替
要員の確保が難しく、管理職や周囲の従業員の業務量が増えた」が
46.7％でもっとも回答割合が⾼く、次いで「⼦育て中の従業員とそう
でない従業員との間で不公平感がある」が26.9％、「特に障壁・課題
だと思っていることはない」が19.3％となっている。

 (n=2901)

新卒者や中途採用者の
応募倍率が上がった、内定辞退が減った

妊娠・出産・育児等を理由に
辞める社員が減った

社内において子育てしやすい雰囲気が醸成され

た、仕事と育児の両立に関する理解が促進された

育児中の社員のモチベーションが向上された

社内における業務プロセスの見直しや
働き方改革のきっかけになった

企業業績が向上した、企業イメージが向上した

子どもを持つ社員が増えた

その他

特に効果はない、わからない

仕事と育児の両立支援は実施していない

無回答

4.3%

42.2%

34.4%

11.8%

9.5%

4.0%

13.7%

1.0%

30.6%

4.3%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%




